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1. 工事計画添付書類に係る補足説明資料 

  Ⅴ-2-2-1「原子炉建屋の地震応答計算書」の記載内容を補足するための資料を以下に示す。な

お，他建物・構築物の地震応答計算書の記載内容を共通的に補足する内容についても，本資料で

代表し説明する。 

 

 

別紙１ 地震応答解析における既工認と今回工認の解析モデル及び手法の比較 

別紙２ 地震応答解析における耐震壁のせん断スケルトン曲線の設定 

別紙３ 地震応答解析における材料物性の不確かさに関する検討 

別紙４ 地震応答解析に用いる鉄筋コンクリート造部の減衰定数に関する検討 

別紙５ 地震応答解析における原子炉建屋の重大事故等時の高温による影響 

別紙６ 原子炉建屋のコンクリート剛性に対する地震観測記録による傾向分析 

別紙７ 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した検討 

別紙８ 原子炉建屋改造工事に伴う評価結果の影響について 

 

下線部：今回提出範囲 



 

別紙７ 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を 

反映した検討 
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別紙 7－1 建物・構築物の加速度応答スペクトルによる評価 
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2.2 機器・配管系 

 2.2.1 検討方針 

原子炉建屋内に設置された機器・配管系について，設備の補強や追加等の改造

工事に伴う重量増加を考慮した応答比率を考慮した耐震条件と耐震計算に用いる

耐震条件（設計用最大応答加速度Ⅰ※1 若しくは設計用最大応答加速度Ⅱ※2 又は設

計用床応答曲線Ⅰ※3 若しくは設計用床応答曲線Ⅱ※4 等）の比率と評価結果（裕

度：許容値／発生値）を用いた簡易評価を行うことを基本とし，必要に応じて応

答比率を考慮した耐震条件を用いた詳細評価を行う。 

※1：地震応答解析（基本ケース）から得られる応答波の最大応答加速度に基

礎地盤の傾斜の影響を加味したものと，地震応答解析（不確かさケー

ス）から得られる応答波の最大応答加速度を包絡させたもの。 

※2：設計用最大応答加速度Ⅰ以上となるように作成したもの。 

※3：地震応答解析（基本ケース）から得られる応答波を用いて作成した床応

答スペクトルに基礎地盤の傾斜の影響を加味して±10%拡幅したものと，

地震応答解析（不確かさケース）から得られる応答波を用いて作成した

床応答スペクトルを包絡させたもの。 

※4：設計用床応答曲線Ⅰ以上となるように作成したもの。 

 

なお，補強反映モデルにて考慮している平成 18 年耐震設計審査指針改定及び

平成 25 年新規制基準施行に伴う安全対策工事等による重量増加は，原子炉建屋

内の重量増加が主であり，建屋－機器連成地震応答解析にて建屋と連成している

格納容器内設備の重量増加は非常に少ないことから，以下の設備のうち，原子炉

建屋の地震応答解析結果を用いて構造強度，動的／電気的機能維持の耐震計算を

行う設備を本検討の対象とする。 

・設計基準対象施設のうち，耐震重要度分類の S クラスに属する機器・配管

系 

・重大事故等対処施設のうち，常設耐震重要重大事故防止設備，常設重大事

故緩和設備，常設重大事故防止設備（設計基準拡張）（当該設備が属する耐

震重要度分類がＳクラスのもの）及び常設重大事故緩和設備（設計基準拡

張）に属する機器・配管系 

・波及的影響防止のために耐震評価を実施する機器・配管系 

原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した影響検討フローを図 2

－2－1 に示す。 
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耐震計算対象

（機器・配管系）

(1) 応答比率※1算定

条件比率※3以上の

裕度を有する

応答比率を考慮した

耐震条件を用いた評価

発生値≦許容値

影響検討終了追加検討

Yes

Yes

No

No

(3) 簡易評価

(4) 詳細評価
(2)応答比率を考慮した
耐震条件※2作成

工認モデル

の応答値

補強反映モデル

の応答値

※1：補強反映モデルの応答値／工認モデルの応答値
※2：「2.2.2検討内容　(2)応答比率を考慮した耐震条件作成　図2－2－7及び図2－2－8」参照
※3：応答比率を考慮した耐震条件／耐震計算に用いる耐震条件（設計用Ⅰ，Ⅱ等）  

図 2－2－1 原子炉建屋における改造工事に伴う重量増加を反映した影響検討フロー 
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 2.2.2 検討内容 

(1) 応答比率算定 

機器・配管系の耐震計算に用いる条件の応答比率の算定方法及び応答比率を以

下に示す。 

a. 最大応答加速度 

各標高について，今回工認モデルと補強反映モデルにおける基準地震動 Ss-1

による最大応答加速度を比較し，補強反映モデルの最大応答加速度／今回工認

モデルの最大応答加速度により応答比率を算定する。なお，水平方向の応答比

率算定にあたっては，NS 方向と EW 方向の最大応答加速度の包絡値を用いる。 

最大応答加速度の応答比率を表 2－2－1～表 2－2－4 に示す 

 

表 2－2－1 最大応答加速度の応答比率（水平方向） 

 

 

表 2－2－2 最大応答加速度の応答比率（鉛直方向） 

 

  

① ②
包絡値 包絡値

49.700 1.81 1.69 1.81 1.79 1.66 1.79 0.99
38.200 1.25 1.29 1.29 1.24 1.27 1.27 0.99
31.700 1.12 1.05 1.12 1.11 1.04 1.11 1.00
23.500 0.95 0.92 0.95 0.94 0.92 0.94 0.99
18.100 0.85 0.83 0.85 0.85 0.83 0.85 1.00
12.300 0.76 0.79 0.79 0.75 0.78 0.78 0.99
4.800 0.67 0.70 0.70 0.67 0.69 0.69 0.99
-1.700 0.71 0.71 0.71 0.70 0.71 0.71 1.00
-8.200 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 0.60 1.00
-13.700 0.65 0.63 0.65 0.65 0.63 0.65 1.00

最大応答加速度(×9.80665m/s2)×1.0

今回工認モデル 補強反映モデル

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向

標高
T.M.S.L.
（m）

応答比率
（②／①）

49.700 1.00
38.200 0.99
31.700 1.00
23.500 1.00
18.100 0.99
12.300 1.00
4.800 1.00
-1.700 1.00
-8.200 1.02
-13.700 1.00

最大応答加速度(×9.80665m/s2)×1.0
標高

T.M.S.L.
（m）

応答比率
（②／①）

①鉛直方向

補強反映モデル

0.87
0.85
0.83
0.80

0.98
0.95

今回工認モデル

②鉛直方向

0.79

0.98
0.94
0.91
0.89
0.86
0.85
0.83
0.80

0.79

0.91
0.89

0.79 0.80
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表 2－2－3 最大応答加速度の応答比率（水平方向） 

 

 

表 2－2－4 最大応答加速度の応答比率（鉛直方向） 

 

  

① ②
包絡値 包絡値

49.700 2.17 2.03 2.17 2.15 1.99 2.15 0.99
38.200 1.49 1.54 1.54 1.48 1.52 1.52 0.99
31.700 1.34 1.26 1.34 1.33 1.25 1.33 1.00
23.500 1.14 1.10 1.14 1.13 1.10 1.13 1.00
18.100 1.02 1.00 1.02 1.02 1.00 1.02 1.00
12.300 0.91 0.94 0.94 0.90 0.94 0.94 1.00
4.800 0.81 0.84 0.84 0.80 0.83 0.83 0.99
-1.700 0.85 0.86 0.86 0.84 0.85 0.85 0.99
-8.200 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 0.72 1.00
-13.700 0.78 0.75 0.78 0.78 0.76 0.78 1.00

標高
T.M.S.L.
（m）

最大応答加速度(×9.80665m/s2)×1.2

応答比率
（②／①）

今回工認モデル 補強反映モデル

NS方向 EW方向 NS方向 EW方向

49.700 1.00
38.200 1.00
31.700 0.99
23.500 0.99
18.100 1.00
12.300 1.00
4.800 1.00
-1.700 1.00
-8.200 1.00
-13.700 1.00

標高
T.M.S.L.
（m）

最大応答加速度(×9.80665m/s2)×1.2

応答比率
（②／①）

今回工認モデル 補強反映モデル

1.10 1.09

0.95 0.95

1.07 1.06
1.04 1.04
1.02 1.02
0.99 0.99
0.96 0.96
0.95 0.95

1.18 1.17
1.13 1.13

①鉛直方向 ②鉛直方向
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b. 床応答スペクトル 

今回工認モデルと補強反映モデルにおける基準地震動 Ss-1 による床応答ス

ペクトルを比較し，各標高・各減衰について，補強反映モデルの震度／今回工

認モデルの震度により周期毎の応答比率を算定する。なお，水平方向の応答比

率算定にあたっては，NS 方向と EW 方向の床応答スペクトルの包絡値を用い

る。応答比率の算定例を図 2－2－2 に示す。 

各標高・減衰 1.0%の今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトルを

図 2－2－3 及び図 2－2－4 に，周期毎の応答比率を図 2－2－5 及び図 2－2－6

に示す。 

 

 

 

図 2－2－2 床応答スペクトルにおける応答比率の算定例 

（水平方向：T.M.S.L.12.3m，固有周期 0.118s） 

 

  

0.05 0.1 0.2 0.5 1.0

固 有 周 期 [ s ]

震
度

5.0

4.0

3.0

2.0

1.0

0.0

今回工認モデル
補強反映モデル

0.118 

② 

① 

 応答比率＝②／① 

     ＝1.02 

減衰定数:1.0% 
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図 2－2－3 (1/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.49.7m） 

 

図 2－2－3 (2/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.38.2m） 
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図 2－2－3 (3/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.31.7m） 

 

図 2－2－3 (4/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.23.5m） 
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図 2－2－3 (5/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.18.1m） 

 

図 2－2－3 (6/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.12.3m） 
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図 2－2－3 (7/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L. 4.8m） 

 

図 2－2－3 (8/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 
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図 2－2－3 (9/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.-8.2m） 

 

図 2－2－3 (10/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（水平方向：T.M.S.L.-13.7m） 
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図 2－2－4 (1/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.49.7m） 

 

図 2－2－4 (2/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.38.2m） 
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図 2－2－4 (3/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.31.7m） 

 

図 2－2－4 (4/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.23.5m） 
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図 2－2－4 (5/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.18.1m） 

 

図 2－2－4 (6/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.12.3m） 
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図 2－2－4 (7/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L. 4.8m） 

 

図 2－2－4 (8/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.-1.7m） 
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図 2－2－4 (9/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.-8.2m） 

 

図 2－2－4 (10/10) 今回工認モデルと補強反映モデルの床応答スペクトル 

（鉛直方向：T.M.S.L.-13.7m）  
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図 2－2－5 (1/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.49.7m） 

 

 

図 2－2－5 (2/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.38.2m） 
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図 2－2－5 (3/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.31.7m） 

 

 

図 2－2－5 (4/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.23.5m） 
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図 2－2－5 (5/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.18.1m） 

 

 

図 2－2－5 (6/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.12.3m）  
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図 2－2－5 (7/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L. 4.8m） 

 

 

図 2－2－5 (8/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 
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図 2－2－5 (9/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.-8.2m） 

 

 

図 2－2－5 (10/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（水平方向：T.M.S.L.-13.7m）  
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図 2－2－6 (1/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.49.7m） 

 

 

図 2－2－6 (2/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.38.2m） 
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図 2－2－6 (3/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.31.7m） 

 

 

図 2－2－6 (4/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.23.5m） 

  

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

応
答

比
率

固 有 周 期 [ s ]

0.4

0.6

0.8

1.0

1.2

1.4

1.6

0.0 0.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.7 0.8 0.9 1.0

応
答

比
率

固 有 周 期 [ s ]

減衰定数:1.0% 

減衰定数:1.0% 



 

別紙 7-72 

 

図 2－2－6 (5/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.18.1m） 

 

 

図 2－2－6 (6/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.12.3m） 
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図 2－2－6 (7/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L. 4.8m） 

 

 

図 2－2－6 (8/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.-1.7m） 
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図 2－2－6 (9/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.-8.2m） 

 

 

図 2－2－6 (10/10) 床応答スペクトルの応答比率 

（鉛直方向：T.M.S.L.-13.7m） 
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(2)応答比率を考慮した耐震条件作成 

a. 補強反映最大応答加速度 

各標高について，地震応答解析（基本ケース）から得られる応答波の最大応

答加速度に基礎地盤の傾斜の影響を加味したものと，地震応答解析（不確かさ

ケース）から得られる応答波の最大応答加速度を包絡させた設計用地震力Ⅰに

応答比率を乗じて作成する。 

補強反映最大応答加速度の作成フローを図 2－2－7 に示す。 

 

b. 補強反映床応答曲線 

各標高・各減衰について，地震応答解析（基本ケース）から得られる応答波

を用いて作成した床応答スペクトルに基礎地盤の傾斜の影響を加味した上で

(1)で算定した周期毎の応答比率を乗じ±10%拡幅したものと，地震応答解析

（不確かさケース）から得られる応答波を用いて作成した床応答スペクトルに

(1)で算定した周期毎の応答比率を乗じたものを包絡させて作成する。 

補強反映最大応答加速度の作成フローを図 2－2－8 に示す。 

 

 

(3) 簡易評価 

 (2)で作成した応答比率を考慮した耐震条件と耐震計算に用いる条件の比率と

耐震計算の裕度の比較を行う。なお，耐震計算に床応答曲線を用いる設備は，当

該設備の 0.05s 以上の各固有周期における比率の最大値を用いて比較を行う。た

だし，耐震計算において，非線形要素を用いた時刻歴応答解析により発生値を算

定している原子炉建屋クレーンについては，固有周期の変動等の不確かさを考慮

して 0.05～1.00s の周期帯での補強反映床応答曲線と設計用床応答曲線Ⅰの比率

の最大値を用いた比較を行う。 

 

(4) 詳細評価 

 補強反映最大応答加速度又は補強反映床応答曲線を用いた評価を行う。 
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図 2－2－7 補強反映最大応答加速度の作成フロー 
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図 2－2－8 補強反映床応答曲線の作成フロー  
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 2.2.3 検討結果 

 「2.2.1 検討方針」に示す影響検討フローに従った検討で，詳細評価が必要

となった機器・配管系の簡易評価結果を表 2－2－5 に，詳細評価結果を表 2－2－

6 に示す。 

 以上より，重量増加を考慮した場合においても，耐震評価に及ぼす影響がない

ことを確認した。 
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図 2－2－9 高圧炉心注水系配管（HPCF-R-3）の条件比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 

 

図 2－2－10 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の条件比率（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.4.8m） 
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図 2－2－11 下部ドライウェル所員用エアロックの応答比率 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.4.8m） 
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図 2－2－12 (1/2) 高圧炉心注水系配管（HPCF-R-3）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 

 

 

図 2－2－12 (2/2) 高圧炉心注水系配管（HPCF-R-3）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向：T.M.S.L.-1.7m） 

減衰定数:2.0% 

減衰定数:2.0% 
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図 2－2－13 (1/4) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.4.8m） 

 

2－2－13 (2/4) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 

減衰定数:1.0% 

減衰定数:1.0% 
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図 2－2－13 (3/4) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向：T.M.S.L.4.8m） 

 

図 2－2－13 (3/4) 下部ドライウェルアクセストンネルスリーブ及び鏡板 

（所員用エアロック付）の補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向：T.M.S.L.-1.7m） 

減衰定数:1.0% 

減衰定数:1.0% 
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図 2－2－14 (1/4) 下部ドライウェル所員用エアロックの補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.4.8m） 

 

図 2－2－14 (2/4) 下部ドライウェル所員用エアロックの補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，水平方向：T.M.S.L.-1.7m） 

 

減衰定数:1.0% 

減衰定数:1.0% 
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図 2－2－14 (3/4) 下部ドライウェル所員用エアロックの補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向：T.M.S.L.4.8m） 

 

 

図 2－2－14 (4/4) 下部ドライウェル所員用エアロックの補強反映評価用床応答曲線 

（基準地震動Ｓｓ，鉛直方向：T.M.S.L.-1.7m） 

減衰定数:1.0% 

減衰定数:1.0% 


